
６０寄居町

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

5,467,639 46.8 75.9
159,113 1.4 2.3

6,194 0.1 0.1
28,061 0.2 0.4
17,183 0.1 0.2

352,480 3.0 5.0
63,086 0.5 0.9

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
30,894 0.3 0.4
13,410 0.1 0.2

1,146,870 9.8 13.6
うち普通交付税 959,022 8.2 13.6 財 調

うち特別交付税 187,845 1.6 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 3 0.0 0.0 特 定 目 的

7,284,930 62.3 99.0 合 計

6,715 0.1 0.1
162,876 1.4 0.0
112,669 1.0 0.1
260,036 2.2 0.0

1,192,062 10.2 0.0
0 0.0 0.0

935,807 8.0 0.0
58,976 0.5 0.8
4,518 0.0 0.0

78,659 0.7 0.0 現

561,158 4.8 0.0
238,961 2.0 0.0 年

792,218 6.8 0.0
431,318 3.7 0.0 計

0 0.0 0.0
11,689,585 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

1,668,019 15.1
う ち 職 員 給 1,052,082 9.5

2,086,051 18.9
955,703 8.7

内 元 利 償 還 金 955,703 8.7
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

4,709,773 42.7
1,843,375 16.7

70,826 0.6
1,572,632 14.3

380,124 3.4
1,461,620 13.3

100,374 0.9
13,000 0.1

0 0.0
1,247,949 11.3

う ち 人 件 費 100,630 0.9 千円

普 通 建 設 事 業 費 1,247,949 11.3
うち　補　　　　助 642,519 5.8 ％

　うち  単　　　　独 596,126 5.4 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

11,019,549 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２７・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２６年度 215 　　退職手当支給事務  
11,689,585 5 　　事務機械共同施設  
11,019,549 3 　　そ　の　他  

670,036 0
67,083 0 民　　　生

602,953 218 　　老人福祉施設  
77,379 　　そ　の　他
58,167 特　別　職　等（Ｈ２７・４・１現在）  

0 衛　　　生
0 　　伝　染　病

135,546 　　じんかい処理  
1 27 4 1 　　し 尿 処 理  

 1 27 4 1 　　火　葬　場  
 1 27 4 1 　　そ　の　他 ○
 1 8 4 1 ○

　　　　　　特定農山村  1 8 4 1 土　　　木 ○
 14 8 4 1 　　そ　の　他

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。
※個人情報保護の観点から、「一般職員等」において対象となる職員数が１人又は２人の場合は、「給料月額」「１人当たり平均給料月額」を「*」としています。

市町村類型 Ⅴ－２ うち日本人 (35,254人)

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 2,320

　　　　　　山村振興
　　　　　　過　　　疎 教 育 長

 
2,540

区　　　分 定数

3,100

副 市 町 村 長 6,440  　　老人保健医療事業

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長

　　国民健康保険事業

　　介護保険事業

議 会 副 議 長 　　交通災害共済事業

6,040  　　後期高齢者医療

１人当たり平均給料

実 質 単 年 度 収 支 9,601 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 4,838  

実 質 収 支

積 立 金 取 崩 し 額 62,000 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

適用開始年月日

単 年 度 収 支 66,601  
積 立 金 5,000 そ  の  他

525,574 合 計 632,338 2,901  
教　　　育
　　そ　の　他

翌年度に繰越すべき財源 35,584 臨 時 職 員 0 0
歳 入 歳 出 差 引 561,158 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 10,268,895 教 育 公 務 員 13,353 4,451 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 10,830,053 うち技能労務員 15,240 3,048  

消　　　防
平成２５年度 一 般 職 員 618,985 2,879 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

293
歳 出 合 計 7,921,331 合 計 1,497,918

（臨財債・減収補てん債除く）

0 歳 入 一 般 財 源 等 0 国 庫 支 出 金

8,591,367 36,298 保 険 給 付 費

加 入 世 帯 数

437,956 87.5 0

会
計
の
状
況

実 質 収 支 133,518

0
100

被 保 険 者 数 10,545

267,311 保険税(料)収入額 71

6,169,302
経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 381,766

再 差 引 収 支100,032 -117,236
6,012

100.0 1,247,949 7,921,331

国
民
健
康
保
険
事
業

81,190 82.5

投 資 的 経 費 528,450 経常経費充当一般財源等計
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 376,566

内
　
　
訳

528,450
介護保険 435,977

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 11,019,549

0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0

0 904,996
積 立 金 96,652 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0

0.0 0 0
繰 出 金 1,330,990 1,068,368 14.3 公 債 費 955,717 8.7

うち一部事務組合負担金 380,124 380,124 5.1 災 害 復 旧 費 0

621,032
補 助 費 等 1,375,425 1,048,777 14.0 教 育 費 1,148,718 10.4 304,507 852,816

732,068 638,144
維 持 補 修 費 57,382 56,527 0.8 消 防 費 625,875 5.7 27,097

2.4 61,070 226,426
物 件 費 1,375,430 1,097,077 14.7 土 木 費 1,097,592 10.0

（義務的経費計） 3,157,002 2,898,553 38.8 商 工 費 265,407

1,578
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 400,702 3.6 28,326 233,431

11.9 48,928 978,143
904,982 904,982 12.1 労 働 費 29,064 0.3 0

公 債 費 904,982 904,982 12.1 衛 生 費 1,315,618

1,079,389
扶 助 費 763,861 576,562 7.7 民 生 費 3,857,835 35.0 5,191 2,264,181

1.1 0 121,195
887,102 － － 総 務 費 1,201,826 10.9 40,762

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 1,488,159 1,417,009 18.9 議 会 費 121,195

純 固 定 資 産 税 95.4
歳 入 合 計 7,046,633

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0 合 計 5,467,639 100.0 0

合 計 94.9
うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 93.7

地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

市 町 村 民 税 98.6
諸 収 入 45 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 98.8

繰 越 金 0 都 市 計 画 税 121,112 2.2 0

50,000
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.8

収 益 事 業 収 入 0
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 4,703 0.1 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

財 産 収 入 55,751 目 的 税 125,815 2.3 0

実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 155,327

国 有 提 供 交 付 金 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 0
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 5,341,824 97.7 0 そ の 他 155,327

(

支
出
予
定
額

)

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入 0
手 数 料 0 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

使 用 料 8,152 鉱 産 税 0 0.0 0

地 方 債 現 在 高 8,826,127
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 232,482 4.3 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 7,588,612

交通安全対策特別交付金 6,715 軽 自 動 車 税 81,572 1.5 0

167,047
（一般財源計） 6,975,970 うち純固定資産税 3,092,606 56.6 0 1,068,720

886,692
0 法 人 税 割 344,428 6.3 0 14,981

959,022 法 人 均 等 割 83,407 1.5 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 3,107,846 56.8 0

連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 959,022 所 得 割 1,432,237 26.2 0 将 来 負 担 比 率 57.5

超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 13,410 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 59,852 1.1 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 6.0
軽油・自動車取得税交付金 30,894 区          分 徴収済額 構成比

経 常 一 般 財 源 等 比 率 96.5
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 63,086 公 債 費 負 担 比 率 10.5

地 方 消 費 税 交 付 金 352,480 60.1％ 58.5％

財 政 力 指 数 ２ ４ ～ ２ ６ 0.77
株式等譲渡所得割交付金 17,183 第 ３ 次 10,340人 10,807人 実 質 収 支 比 率 8.3

配 当 割 交 付 金 28,061 32.5％ 34.1％

標 準 税 収 入 額 5,908,926
利 子 割 交 付 金 6,194 第 ２ 次 5,595人 6,297人 5,296人 標 準 財 政 規 模 7,299,266

地 方 譲 与 税 159,113 5.0％ 5.9％ １７年国調

基 準 財 政 収 入 額 4,586,618
地 方 税 5,346,527 第 １ 次 864人 1,094人 人 基 準 財 政 需 要 額 5,545,640

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

-1.1％
うち日本人 (-1.2％)

Ⅱ－３

64.25
市町村名 寄居町 -3.5％ 26.1.1 35,611人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

27.1.1

増減率

35,213人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 60 37,061人 うち日本人 (34,844人)

12,448世帯

12,694世帯

557

平成２６年度
地方公共団体コード 114081

人
口

35,774人

住
民
基
本

決算状況
地方交付税種地


